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令和６年度事業計画書

１ 基本方針

東日本大震災からの創造的な復興の取組により，本県農業は沿岸部を中心に大区画農地の整備や大型園芸
施設の建設が進み，100haを超える土地利用型農業法人や高度な環境制御技術を導入した先進的施設園芸に取
り組む法人が増加するなど，経営の大規模化，高度化が進展しています。
一方，急速に進む人口減少や高齢化に加え,生産資材や燃油価格の高値基調、子牛価格の低迷は依然として

続いているほか、新型コロナウイルス感染症の5類移行により需要拡大が期待されている農畜産流通において
も、コロナ禍以前まで回復していない状況が続いています。
本県の基幹的な農産物である米については、消費回復の兆しはあるものの、全国の主食用米の需要量が毎

年10万トン程度減少していること等から、令和6年産の生産は前年同様の取組が求められています。
また，担い手の減少や農業従事者の高齢化など生産現場における労働力不足への対応として、スマート農

業への取組や人材確保に向けた法人化への支援が求められているほか、中山間地域等においてはイノシシな
ど野生鳥獣被害による営農意欲の低下などから遊休農地の拡大が課題となっています。さらに，全国的な豚
熱や高病原性鳥インフルエンザの発生，記録的な猛暑や局所的な豪雨にみられるような自然災害の大規模化、
激甚化など，農業・農村を取り巻く環境は厳しい状況となっています。
現在、国においては，「食料・農業・農村基本法」の改正案が、平成11年の法律制定以来初めて審議されて

おり、ロシアのウクライナ侵攻後世界的に懸念が広がっている「食料安全保障の確保」をはじめ、「環境と調
和のとれた食料システムの確立」、「農業の持続的な発展」、「農村の振興」など、食料・農業及び農村をめぐ
る諸情勢の変化への対応について議論されています。
このような中、県では,「第3期みやぎ食と農の県民条例基本計画」（令和3年3月策定・令和12年度目標）

に基づき，「共創力強化 ～多様な人材が豊かな未来をつくる みやぎの食と農～」のキャッチフレーズのも
と,食と農に関わる全ての人材が結びつき活躍することにより，「豊かな食」,「儲ける農業」,「活力ある農
村」を次の世代につなげることを目標に取組を進めています。
公社といたしましては、こうした農業・農村を取り巻く情勢や国・県の施策を踏まえ、また、「中期経営プ

ラン（第3期）」（令和5年5月策定：計画期間5ヶ年）の2年目として適確な業務運営に努めるとともに、検
証・評価・改善等のマネジメントを徹底してまいります。
さらに組織統合した畜産・農村振興部の機能を発揮するとともに公社の組織横断的な協力体制を強化し、

効果的かつ効率的な事業執行により収支改善に努めながら、本県農業・農村の振興に寄与してまいります。
具体には，農地整備事業と連携しながら農地中間管理事業や関連する公社単独事業の推進を図るほか、各

地域で策定される「地域計画」の達成に資するための「農用地利用集積等促進計画」の策定など農用地の集
積・集約化を一層進め，県内農業生産の基盤を強化してまいります。
また，「宮城県農業経営・就農支援センター」の運営拠点として新規就農者の確保・育成を図るとともに，

担い手の経営改善や生産の組織化・法人化，円滑な経営継承の支援などを支援します。
さらに「だて正夢」「にこにこベリー」等の優良種子・種苗の安定供給やドローンなどを活用した農地整備

関連事業の受託，白石牧場における情報通信機器を活用した基礎雌牛330頭規模での優良肉用子牛の生産・供
給と肉用牛生産の担い手育成のための研修事業の実施、今年度から5年間の指定管理者として指定を受けた県
営の岩出山牧場の適切な運営管理、昨年度県が整備した県内7箇所のRTK基地局の運営や基金の管理等を行う
など,引き続き県内農業者の経営の安定化・高度化を支援してまいります。

２ 施策体系

（1）農地の集積・集約化による農業経営の効率化・安定化

（2）意欲ある担い手の育成

（3）優良種子・種苗の安定生産と供給

（4）肉用牛の生産振興

（5）生産基盤となる農地・施設等の整備や営農支援
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3 事業の内容

(1) 農地の集積・集約化による農業経営の効率化・安定化

① 担い手等への農地集積

イ）農地中間管理事業

農地中間管理事業の実施主体（農地中間管理機構）として、事業開始当初目標の10年間を経過した
が引き続き令和11年度を目標に再設定し、また、令和5年度からの農地関連法の改正に適確に対応し
ながら、市町村等関係機関、各農業委員会の農地利用最適化推進委員活動と連携し、農地貸付希望者
より農地を借入れ、借受希望者に地域計画（人・農地プラン）や基盤整備関連経営体育成等促進計画
などの地域ビジョンに沿った農地の集積・集約化が図れるよう再配分（貸付け）を行う。

〔農地中間管理事業計画〕 （単位：件、ha、千円）
実 施 計 画

区 分
件 数 面 積 借 賃

借 入 3,500 3,500 525,000
貸 付 3,500 3,500 525,000（過年度借入含む）

〔重点取組方針〕
◇「地域計画」の策定との一体的推進
◇農地の集積・集約化の推進
◇農地整備事業との連携強化
◇中山間地域における推進
◇多様な農業関連団体及び農業者組織との連携強化

〔主な推進活動計画〕
◇農地中間管理事業担当者会議開催《対象：市町村等、時期：令和６年4月》
◇担い手農業者組織等連携推進会議開催《対象：担い手組織等、時期：令和６年８月》
◇農地中間管理事業評価員会議開催《対象：評価委員等、時期：令和６年６月、７年3月》
◇地域コーディネーター情報連絡会議開催《対象：地域コーディネーター等》 《時期：隔月》
◇担い手等農業者巡回活動《随時》

ロ）農地中間管理機構の特例事業（農地売買等支援事業）

市町村が行う利用権設定等促進事業及び農業委員会が行う農地移動適正化あっせん事業等と連携し、
認定農業者に対し、農地の集積・集約化が図れるよう農用地の買入、売渡を実施する。

〔農地売買等支援事業計画〕 （単位：件、ha、千円）
実 施 計 画

区 分
件 数 面 積 金 額

買 入 100 70 245 ,000
売 渡 100 70 248 ,675

〔主な推進活動計画〕
◇農地中間管理事業担当者会議開催《対象：市町村・農委・JA等、時期：令和６年4月》
◇農業委員会等巡回活動《随時》
◇担い手等農業者巡回活動《随時》

- 2 -



ハ） 土地利用調整指導業務

農地整備事業地区を中心に、現場主義を念頭に地域リーダー会議や集落座談会等に積極的に参画し、
地域計画（人・農地プラン）や地域の実情に即した効率的な農地集積手法等を提案する。
具体的には、石巻市大森地区外１６地区において、農地整備事業をより円滑に推進するため関係機

関と連携のもと、担い手の育成と効率的な土地利用調整が確立持続できる仕組みづくりを農地中間管
理事業との連携推進等により支援する。

〔土地利用調整指導業務計画〕 （単位：千円）
事 業 項 目 地 区 金 額 備 考

農地集積データベース管理 全 管 内 16,000 宮城県
農 地 集 積 指 導 業 務 大河原管内外６管内 20,000 宮城県
農 地 集 積 指 導 業 務 他 大森地区外１６地区 9,７00 市町、土地改良区

合 計 45,700

〔主な推進活動計画〕
（ⅰ）担い手育成関連

◇農地中間管理事業等による経営規模拡大支援『農地の賃貸借、売買、農作業受委託』
◇集落営農育成支援、生産組織の設立・運営支援

（ⅱ）農地集積関連
◇各種会議（事務局会議、役員会、集落座談会等）での適時・適切な指導・助言
◇推進計画策定支援（５Ｗ２Ｈ；いつ・どこで・誰が・何を・何故・どんな方法で・どの位）

（ⅲ）推進体制関連
◇農用地利用改善団体等の設立・運営支援
◇事業推進協議会、担い手部会等の設立・運営支援

（ⅳ）普及啓発関連
◇事業啓発資料（パンフレット等）の作成支援
◇農地集積研修会（フォーラム等）企画・開催支援

（ⅴ）合意形成関連
◇集落のルールづくり支援（集団転作、賃借料金や作業料金の設定等）
◇賃借権設定，農作業受委託等の契約締結推進支援
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(2) 意欲ある担い手の育成

① 新規就農者・青年農業者の確保・育成

イ）青年農業者確保対策事業

（ⅰ）就農支援資金貸付（償還免除）事業

◇就農研修資金（教育施設研修、国内農家等研修、海外農家等研修）
新たに就農しようとする青年等が、就農計画に基づく農業大学校や国内外の先進農家等での研

修に必要な資金を無利子で貸し付けるとともに、新規就農者の営農支援を図るため、県内で4年間
以上継続して就農した就農研修資金借受者（青年に限る）の償還を一部免除する。
◇就農準備資金
新たに就農しようとする青年等が、就農地の調査や住居の移転、資格取得等の就農準備を行う

際に必要となる資金を無利子で貸し付ける。
※制度改正により、平成27年度から新規貸付はなくなり、償還及び償還免除業務のみ行う。

（ⅱ）新規参入者定着支援資金

農業を志す非農家出身等の青年の就農定着のため運転資金を貸し付けるとともに、県内で4年間以
上継続して就農した新規参入者定着支援資金借受者の償還を一部免除する。

※制度改正により、平成25年度から新規貸付はなくなり、償還及び償還免除業務のみ行う。

〔令和6年度償還免除計画〕 （単位：件、千円）

研 修 区 分 貸付件数 償還免除金額
国 内 農 家 等 研 修 1 61
新 規 参 入 者 定 着 支 援 資 金 1 41

計 2 102

（ⅲ）就農予定者奨学金支給事業

県内に就農しようとしている農業大学校等に在学している者（認定就農者）に対して修学に要す
る経費の一部を奨学金として支給する。

〔令和6年度奨学金支給計画〕 （単位：件、千円）

新規支給 継続支給
支 給 区 分

件 数 支給額 件 数 支給額
大 学 校 6 1,080 4 720

計 6 1,080 4 720

（ⅳ）就農相談活動事業

関係機関（宮城県、（一社）宮城県農業会議）と連携し、定期的に就農相談会を実施するとともに
「農林水産FEST」等の他団体が主催する就農相談会にも参画する。
また、無料職業紹介所として求人登録のある農業法人へ求職者を紹介することにより「農業法人

で働きたい人」と「雇用が必要な農業法人」の結びつきを推進する。
なお、本事業は、県の方針や国の実施要綱等に基づき設置されている「農業経営・就農支援セン

ター」において、就農サポート及び経営サポートの総合的な連携により一体的な活動を推進する。
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〔主な就農相談の開催計画〕

就農相談区分 内 容
①就 農 相 談 会 ・毎月2回（第2・第4水曜日）、宮城県仙台合同庁舎において開催

（全24回／年）
・宮城県、宮城県農業会議と連携し、就農支援制度や農地の確保、
農業法人への雇用等の相談に対してワンストップで対応する。

②みやぎ農業見聞の ・就農希望者等により身近に農業を知ってもらうため、現地見学会
つどい など や農業者との情報交換会などを年2回開催。

③無料職業紹介事業 ・農業法人による求人登録数の増加と求職者の紹介。
④就農関連情報の収集 ・農地や農業施設に関する情報収集、農業法人の求人や研修受入に

関する情報の収集と整備。
⑤他団体主催就農相談 ・マイナビ主催の「農林水産FEST」等へのブース出展県内市町村
会参画 と連携した就農相談会の実施。

※就農相談は、農林水産FEST、電話、メール、オンライン相談等も含めて随時対応

（ⅴ）その他

その他、青年農業者の確保に必要な広報・調査活動を実施する。

ロ）青年農業者育成対策

（ⅰ）先進地留学研修資金助成事業

農業次世代人材投資事業の対象とならない3ヶ月以上1年未満の国内外の農家等での研修を実施す
る認定新規就農者等に対して必要な資金（定額国内200,000円、海外250,000円）を助成する。
・助成計画 1件 250,000円以内

（ⅱ）営農・流通関係現地視察調査資金助成事業

3年以上就農している青年農業者が自らの経営改善等に資することを目的とした県外への視察・調
査に係る経費の一部60,000円を上限に助成する。

・助成計画 3件 180,000円

ハ）環境条件整備対策事業

（ⅰ）研修受入農家等助成事業

農業研修生を受け入れる県内の先進農家等に対し、受入に係る諸負担の軽減を図るための助成を
行う。

〔助成計画〕 （単位：件、千円）

研 修 等 区 分 件 数 助成金額 備 考

就農相談を受けた者の農業体験 6 90 助成額＠15,000円

就農相談サポート促進事業 6 30 助成額@ 5,000円
1 10 @10,000円（就農イベント）
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（ⅱ）新規就農者育成総合対策（就農準備資金）

新たに就農しようとする青年等（就農時49歳以下かつ一定要件を満たす者）に対して、経済的に不
安定な研修期間中に最大年150万円を交付する。交付後は，関係機関と連携しながら，研修の実施
状況及び就農に向けた準備状況について確認・指導を行う。また，就農後は，就農状況を確認す
るとともに必要に応じて営農継続に向けた支援を行う。

〔交付計画〕 （単位：件、千円）

研修等区分 研修計画認定件数 うち継続交付件数 交付金額
就農準備 宮城県農業大学校等 10 2 15,000
資 金

先 進 農 家 等 18 3 27,000

計 28 5 42,000

（ⅲ）その他

その他、以下の支援を行う。
・青年農業者確保育成推進団体への支援（県農業士会等助成）
・農村青少年クラブ等の活動支援
・宮城県新・農業者ネットワークの活動支援
※宮城県新・農業者ネットワークは、宮城県内に新たに参入した農業者のネットワーク組織で、個々の
経営で抱える課題解決や農業経営の早期確立のための先進地視察や情報交換等を行っている。

・農業高等学校への支援
・研修教育施設に対する支援
・青年農業者の交流活動支援

② 地域農業の担い手の育成（担い手育成総合支援協議会分を含む）

イ）担い手経営体の経営改善支援

認定農業者や法人等の担い手の農業経営力の強化を図るため、規模拡大や経営の多角化等の事業展
開、組織体制の向上や再編、円滑な経営継承等の課題解決を、農業改良普及センター等と連携して支
援する。

ロ）集落営農組織等担い手経営体の法人化支援

集落営農組織及び家族経営体の高度化・法人化について指導・支援を行うとともに、課題レベルに
応じた税務・会計・労務・経営分析・6次産業化等の専門家派遣やセミナー・研修会の開催等に取り
組む。

ハ）農業経営・就農支援センター活動の推進

農業経営者総合サポート事業に基づいて、担い手経営体の経営改善、法人化、円滑な経営継承の支
援とあわせて新規就農者の確保・育成を進める農業経営・就農支援センター活動を宮城県担い手育成
総合支援協議会活動と一体的に推進する。

二）収入減少緩和対策積立金管理業務

国との委託契約にもとづき経営所得安定対策「収入減少緩和対策」に係る担い手・加入者の積立金
管理業務を適正・的確に執行する。
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(3) 優良種子・種苗の安定供給

今年度における「主要農作物種子需給調整事業」及び「主要農作物原種・原原種生産作業受託事業」
については、宮城県が制定した「宮城県主要農作物種子条例」に沿った事業を実施するとともに、今年
度生産計画に基づき、種子生産者や関係機関と連携した優良種子・種苗の安定生産と供給に努める。

① 主要農作物種子需給調整事業

イ）確保対策事業

県内外からの申込需要数量を基本に、宮城県の「令和6年度稲作推進の基本方針」や「宮城県麦
類・大豆生産・流通基本方針」等をもとに、宮城県や全農宮城県本部等と協議した種子生産ほの品
種構成やほ場面積等に基づき生産を行う。
特に、宮城県では「ひとめぼれ」「ササニシキ」「だて正夢」「金のいぶき」を柱とするみやぎ米ブ

ランド化戦略を継続しており、みやぎ米の認知度向上及び品質・食味向上（高品質宮城米づくり）
による販売・ブランド力の強化を推進している。
このことを踏まえて、多様化している主要農作物種子の生産確保を図るため、令和6年度の種子生

産ほ場を稲437.5ha（前年度対比97.3%）、麦類77.7ha（前年度対比96.8%）、大豆143.0ha（前年
度対比93.9%）を設置する。
また、稲種子のＤＮＡ鑑定を引き続き実施し、安全・安心な優良種子の生産と数量確保に努める。

【種子生産ほ生産計画】 （単位：ｈa、kg、％）
生 産 計 画 前 年 計 画 前 年 対 比

品 目
面 積 数 量 面 積 数 量 面積対比 数量対比

うるち 424.0 2 ,011 ,530 437.10 2 ,007 ,900 97 .0 100 .2
稲

も ち 13.5 53 ,880 12 .70 50 ,680 106.3 106 .3
計 437.5 2 ,065 ,410 449.80 2 ,058 ,580 97 .3 100 .3

麦 大 麦 43.4 132 ,000 45 .40 134,850 95.6 97 .9
類 小 麦 34.3 115 ,470 34 .87 117,270 98.4 98 .5

計 77.7 247 ,470 80 .27 252,120 96.8 98 .2
大 豆 143.0 257 ,670 152.35 273,560 93.9 94 .2

ロ）需給調整事業

需給調整は、需要農家の要望に応じた円滑な種子の確保・供給を行うため、需要農協等との連携
を深め、販売見通しや早期の生産計画作成とそれに基づく適切な生産契約を行えるよう、需要数量
の早期把握に努める。

【種子需給調整】 （単位：kg）
品 目 確保計画数量 供給計画数量 差引残数量

うるち 2,032 ,390 2,003,060 29 ,330
稲

も ち 54,460 53,500 960
計 2,086 ,850 2,056,560 30 ,290

麦 大 麦 132,000 127,350 4,650
類 小 麦 115,470 113,280 2,190

計 247,470 240,630 6,840
大 豆 257,670 253,980 3,690
※確保計画数量には生産計画に前年産備蓄、県外産購入数量を含み、供給計画数量は県外受託数量を含む。

- 7 -



ハ）優良種子の安定生産及び優良品種の普及推進事業

（ⅰ）関係機関との連携による事業推進

当公社の事業運営を円滑に推進するため、稲・麦類・大豆の生産対策、需給調整、優良品種の普
及推進及び優良種子の生産供給等を協議する会議を開催する。
◇主要農作物種子対策検討委員会
◇主要農作物種子場農協担当者会議
◇主要農作物種子場農協連絡協議会連絡会議
◇原種苗部事業推進会議

（ⅱ）優良種子生産確保のための技術指導の強化

関係機関等と密接に連携し、「優良種子生産の手引」を活用した基本技術の確実な周知徹底を図る
ため、指導巡回等の実施や改善状況のチェックを実施する。
また、「イネばか苗病」対策については、宮城県、全農宮城県本部、種子場農協等と連携しながら

種子場周辺水田での発生低減に努めるため、対策用チラシを前年度に引き続き作成し、主に種子生
産ほ場周辺の主食用米栽培者に配布する。
◇生産ほ場の現地巡回指導
◇主要農作物種子生産技術向上研修会
◇優良種子生産者表彰

（ⅲ）安全・安心なみやぎ米の安定生産の推進

みやぎ米づくり推進本部が制定した「宮城県米づくり推進基本方針」（令和3年度～7年度）の推
進事項に基づき普及啓発資料として、“品質・食味向上と安定生産に向けた技術対応による高品質宮
城米づくり”をスローガンとするチラシを作成し、市町村及び農業団体等関係機関へ配布する。

（ⅳ）種子備蓄・残量処理事業

◇種子備蓄計画
稲種子の円滑な需給調整を図るため、令和6年産種子約10ｔを1年間備蓄する。
備蓄は全農宮城県本部の種子備蓄施設（低温倉庫）に保管管理を委託する。

◇残量処理計画
稲種子の残量処理については、令和５年度備蓄種子のうち残量となった約7ｔを籾摺り処理し、

販売を全農宮城県本部に委託する。

（ⅴ）品種識別検査事業

稲種子のＤＮＡ鑑定については、トレーサビリティ確立の根幹を成すことから、今年度も引き続
き実施する。

（ⅵ）飼料用米多収品種種子確保対策

宮城県から委託を受け、飼料用米多収品種「東北211号」の原種及び一般種子の採種ほ場を設置し
て飼料用米種子の生産を行う。

【飼料用米専用品種種子生産計画】 （単位：ａ、kg、％）
生 産 計 画 前 年 計 画 前 年 対 比

品 目
面 積 数 量 面 積 数 量 面積対比 数量対比

原 種 10.0 500 10.0 500 100.0 100.0
一 般 種 子 220.0 12,540 150 .0 8 ,550 146 .7 146.7
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② 主要農作物原種・原原種生産作業受託事業

主要農作物（稲・麦類・大豆）の原種・原原種生産について、宮城県と当公社における主要農作物原
種・原原種生産作業業務委託契約に基づき、生産作業業務を受託する。
令和6年度に宮城県が指定した原種･原原種生産ほ場は、宮城県古川農業試験場岩沼ほ場及び名取ほ場

で、稲436.9ａ、麦類（R6年産）354.8ａ、大豆590.5ａとなっている。
なお、生産品種数については、今後、宮城県より提示される。

【生産作業面積】 （単位：ａ）
品 目 水 稲 麦類（ R6産） 大 豆

原 原 種 8.5 20 .0 17.2
原 種 428.4 334 .8 573.3

計 436.9 354 .8 590.5

③ 園芸種苗生産供給・普及推進事業

優良な園芸種苗の生産は、商品性の高い園芸産地の育成及び育苗の省力化による農業経営の改善を図
るうえで大きな役割を果たすものである。
このため、関係指導機関及び農業団体と連携のもと、いちご親株苗やトマト・キュウリ等を中心とし

たセル成型苗を注文に応じ、計画的に生産供給を図る。

【いちご苗の供給計画】

〔原 苗〕 （単位：本）
品 種 名 計 画 数 量 備 考
も う い っ こ 3,000
と ち お と め 3,700 令和7年親株苗用
に こ に こ ベ リ ー 1,500
合 計 8,200

〔親株苗〕 （単位：本）

項 目 増 殖 ほ 別 出 荷 数 量

品種名 JA仙台 JA名取岩沼 JAいしのまき 小 計 原種苗部 合 計
（名取・岩沼）

も う い っ こ 23,000 48 ,000 7 ,000 78 ,000 12,000 90,000
と ち お と め 0 0 0 0 80,000 80,000
にこにこベリー 0 15,000 0 15 ,000 30,000 45,000

合 計 23,000 63 ,000 7 ,000 93 ,000 122,000 215,000

【セル成型苗の生産供給計画】 （単位：本）
品 目 ト マ ト キュウリ ナ ス

その他 合 計
項 目 自 根 接 木 接 木 自 根 接 木

生産計画本数 40,000 10 ,000 21 ,000 8 ,000 7,500 5,000 91,500
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(4) 肉用牛の生産振興

① 白石牧場運営事業

増体性に優れた肉牛づくりと肉用牛経営の基礎となる繁殖雌牛の生産にあたり、昨年度に引き続き公
共牧場ハブ機能強化事業に取り組み、育種改良の推進、計画的な交配（人工授精）及び受精卵移植技術
により、優良種畜（高能力牛）の生産・増頭に努め、付加価値の高い本県肉用牛の改良促進に引き続き
取り組む。
なお、計画的にこれまで進めてきた繁殖雌牛の増頭事業も完了し、330頭規模での子牛生産と子牛配付

体制が整った。
また、周年放牧による粗飼料主体の飼養管理の実施と自給飼料資源を活用した資源循環型の持続的な

肉用牛飼養方式の実証普及に引き続き取り組む。
併せて公共牧場機能強化等体制整備事業により整備した牛舎等施設を活用し、関係機関と協力しなが

ら次世代を担う人材育成を目的とした担い手育成研修事業を実施する。

イ）優良肉用牛資源（子牛）供給事業

○肉量型の優良子牛の生産及び配付
・子牛生産頭数：280頭
・子牛配付頭数：240頭（市場出荷及び現場後代検定）

○優良子牛配付事業収入及び委託管理事業（預託）：149,400千円
・子牛販売収入：132,000千円
・肥育販売収入：12,600千円
・委託管理事業（預託：哺乳事業）：4,800千円

○ハブ事業：960千円（受精卵の配布60個）
○初妊牛事業：1,800千円（公社独自：900千円×2頭）
○その他の収入：16,150千円（現場後代検定協力金等）

家畜飼養頭数 （単位：頭）
期首 増 加 減 少 期末

区 分 品種
頭数 生産 組入 計 配付等 組替 斃死 計 頭数

繁殖（成牛） 黒毛和種 332 0 25 25 23 0 4 27 330
繁 繁殖（育成） 黒毛和種 2 0 20 20 0 20 0 20 2

繁殖（子牛） 黒毛和種 237 280 0 280 240 30 16 286 231
殖 種 雄 牛 黒毛和種 2 0 0 0 0 0 0 0 2

肥 育 牛 黒毛和種 22 0 10 10 20 0 0 20 12
計 595 280 55 335 283 50 20 353 577

初 妊 牛 事 業 黒毛和種 3 0 0 0 3 0 0 3 0
哺 乳 事 業 黒毛和種 9 0 20 20 20 0 0 20 9

計 12 0 20 20 23 0 0 23 9
合 計 607 280 75 355 306 50 20 376 586

ロ）肉用牛生産振興事業

全農宮城県本部と連携し、優良雌牛初妊牛生産事業を実施し県内の肉牛生産基盤の強化を図る。
そのため、導入時の衛生対策の実施による疾病予防技術の確立と普及、適正飼養管理による体型審
査得点の向上や評価の高い初妊牛生産に努める。
なお、飼料高騰等に伴い畜産農家の購買意欲が低下していることから、全農宮城県本部と合意の

もと一旦事業中止し、肉用牛生産基盤強化に資する後継事業の検討を行う。
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○優良雌牛初妊牛生産事業
優良繁殖素牛を全農宮城県本部が導入し、公社が農家のニーズにあった県基幹種雄牛精液を

人工授精し、妊娠鑑定後に県内JAを通じて畜産農家へ斡旋供給する。
・預託頭数：3頭
・事業収入：780千円

② 岩出山牧場管理受託事業

イ）岩出山牧場管理受託事業

県内酪農・肉用牛飼養農家の経営安定に資するため、指定管理者として、宮城県畜産試験場をは
じめ各関係機関と連携を図りながら、預託事業や産肉能力検定事業等が円滑に進められるよう、牧
場の運営管理を行う。
なお、令和5年度末で5ヶ年間（R元～R5）の指定管理者としての期間が終了し、新たに令和6年度

から5ヶ年間（R6～R10）の基本協定書締結により県営牧場の管理受託を行う。
○管理受託事業
・預託育成事業
・肉用牛繁殖育成事業
・和牛産肉能力検定事業

○事業収入：93,338千円（宮城県委託料93,338千円）

家畜飼養頭数 （単位：頭）
期首 増 加 減 少 期末

区 分 品種
頭数 生産 組入 計 配布等 組替 計 頭数

預 託 牛 乳用・黒毛 0 0 180 180 180 0 180 0
検定牛（ 直 検 ） 黒 毛 和 種 11 0 19 19 0 19 19 11
基礎牛（ 成 牛 ） 黒 毛 和 種 61 0 13 13 9 0 9 65
基礎牛（育成牛） 黒 毛 和 種 14 0 13 13 0 13 13 14
子 牛 黒 毛 和 種 49 55 0 55 38 13 51 53
肥 育 牛 黒 毛 和 種 24 0 15 15 12 0 12 27

合 計 159 55 240 295 239 45 284 170

ロ）周年預託育成事業

肉用牛の放牧を基本として、預託された牛に人工授精後、妊娠を確認して農家に返す周年預託に
より、県内農家の規模拡大支援を行う。
○預託頭数：募集頭数延180頭（前期：70頭、後期：70頭、周年：40頭）
○事業収入：9,759千円（預託料9,589千円、その他170千円）
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(5) 生産基盤となる農地・施設等の整備や営農支援

① 農業農村整備工事等受託事業

会員及び農業団体等からの委託により、2地区、事業費5,500千円の農業農村整備工事受託事業を行う。

〔農業農村整備工事受託事業計画〕 （単位：千円）
事 業 項 目 地 区 事業費 備 考

暗 渠 排 水 工 事 2地区 5,500 面積5.0ha

② 牧草地除染・汚染稲わら保管施設の維持管理等関連事業

会員及び農業団体等からの委託により、事業費431,527千円の農林業系廃棄物の保管処理関連事業を行
う。

〔牧草地除染・汚染稲わら保管施設の維持管理等関連事業計画〕 （単位：千円）
事 業 項 目 地 区 事業費 備 考

保 管 施 設 維 持 管 理 業 務 県 内 一 円 6,490 宮城県
汚染稲わら・牧草保管維持管理業務 登 米 市 ほ か 26,005 登米市ほか
汚 染 牧 草 農 地 還 元 業 務 加 美 町 ほ か 399,032 加美町ほか

合 計 431,527

③ 畜産公共事業

イ）畜産環境総合整備事業（ストックマネジメント事業）

市町村等で建設し10年以上経過した堆肥センターにおいて、適切な補強補修を行い使用年数を延長
させるため、引き続き関係機関と連携し堆肥化処理施設機械の修繕等を進める。
今年度は中田・石越地区（登米市）及び金成地区（栗原市）の計2地区で217,430千円にて改修工事を

行い、築館地区（栗原市）にて7,700千円の設計業務を行う。

（実施計画） （単位：千円）
地 区 名 全体計画 5年度まで ６年度計画

工 種
（事業年度） 事業費 事業費 事業費 摘 要

施 設 整 備 115,752 30,088 85 ,664
中 田 ・ 石 越

機 械 整 備 45,000 45 ,000
（R４～R６）

測 量 設 計 費 10,000 10,000
事 務 費 17,074 4,008 13 ,066
小 計 187,826 44,096 143 ,730
施 設 整 備 67,000 67 ,000

金 成
機 械 整 備 65,000

（R５～R７）
測 量 設 計 費 7,000 7,000
事 務 費 13,900 700 6 ,700
小 計 152,900 7,700 73 ,700
施 設 整 備 76,000

築 館
機 械 整 備 60,000

（R６～R８）
測 量 設 計 費 7,000 7 ,000
事 務 費 14,300 700
小 計 157,300 7 ,700
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ロ）発注者支援（1級建築士事務所扱い）

県内各地域に設置されている畜産クラスター協議会と連携し、畜産クラスター事業により収益性の
向上を図る畜産農家に対し、補助事業の適切な進捗管理を行うことを目的に、発注者支援を行う。

④ 測量設計受託事業

会員及び農業団体等からの委託により、事業費71,700千円の農業農村整備に係る測量設計受託業務を
行う。

〔測量設計受託事業計画〕 （単位：千円）
事 業 項 目 地 区 事業費 備 考

設 計 資 料 作 成 業 務 県 内 一 円 50,000 宮城県
現 場 技 術 業 務 県 内 一 円 12,000 宮城県
た め 池 調 査 等 業 務 県 内 一 円 2,000 ため池サポートセンター
発 注 者 支 援 業 務 県 内 一 円 3,000 宮城県・市町村等
機 構 関 連 業 務 県 内 一 円 2,000 農地中間管理機構
特 定 鉱 害 復 旧 事 業 県 内 一 円 2,700 国・宮城県

合 計 71,700

⑤ 粗飼料収穫調製・供給事業

営農支援業務として、耕種農家の稲WCS生産を支援するため、公社の技術力・機動力を活かしたコン
トラクター組織を編成し、収穫作業の受託業務及び生産物を畜産農家へ斡旋・供給する広域流通事業を
行う。
○事業収入：116,039千円（収穫作業 76,839千円、斡旋販売 39,200千円）
・稲WCS等収穫調製：237.0ha（内訳：稲210.0ha、飼料用とうもろこし27.0ha）
・斡旋、販売個数：稲WCS 11,000個
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(6) その他

① 公共施設管理業務

宮城大学及び宮城県からの委託により、24,730千円の公共施設管理業務を行う。
なお、宮城大学農場管理については、令和5年度までは農場全体の管理を3ヶ年契約で行ってきたが、

本年度からは単年度契約で畜産部門のみの受託管理となった。

（単位：千円）

事業種別 事業名 事業内容 受託料 備考

受託業務 公共施設管理業務 農場管理及び実習補助業務 18,810 宮城大学

ＢＳＥ対策業務 5,920 宮城県（死亡牛検査補助業務）

合計 24,730

② 特定鉱害復旧事業

農地等の有効利用と保全を図るため、臨時石炭鉱害復旧法48条の3の規定に基づく特定鉱害復旧事業
の指定法人（平成13年 11月 22日指定）として、地表から深さ50ｍ以内の亜炭採掘跡・坑道跡の崩壊に
起因する農地及び宅地等の陥没・亀裂等の復旧のための基金管理を行う。

③ 宮城県ＲＴＫ基地局運営・基金管理業務

県が整備した県内７箇所のＲＴＫ－ＧＮＳＳ固定基地局を活用した農業生産現場におけるアグリテッ
ク推進による農業者のスマート農業利用拡大に寄与するため、宮城県からの委託により利用者等の相談
窓口業務、ＲＴＫ基地局巡回・点検、新規利用者拡大に向けた広報等普及啓発活動及びＲＴＫ基地局維
持管理のための基金管理を行う。

４ 公益法人経営

(1) 経営管理

① 中期経営プラン（第3期）の進行管理と実践

経営方針を定めた「中期経営プラン（第3期）」（令和5年度策定）の目標達成に向け、計画2年目と
して事業の進捗状況を上半期後に取りまとめ、自己評価を行い、下半期及び次年度の事業実施に反映
させる。

② 適正な会計処理と収支の安定

公益法人会計基準に基づいた適正な会計処理と収支相償等公益認定基準を満たす会計運営に努める。
また、収支安定した事業展開を図るため、事業別に収支状況を把握し、新規事業の確保や各種引当

金の積立を行う。

③ 適正な事務処理とコンプライアンスの推進

業務執行における法令遵守と秘密保持等公正確保のための研修等を引き続き実施する。

(2) 人材育成

安定的な事業継続のため将来の公社の中核的人材となり得る職員の確保と適正な人員配置に努めると
ともに、プロフェッショナル集団としての公社機能を維持するため、技術研修への参加、各種資格の取
得への支援、外部講師を招いての職員研修を継続して実施する。
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正 味 財 産 増 減 予 算 正 味 財 産 増 減 予 算





当年度 前年度 当年度 前年度 当年度 前年度 当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部 1

　１．経常増減の部 2

　　(1) 経常収益 3

　　　　基本財産運用益 4  3,428,000  3,488,000  3,890,000  3,890,000  0  0  7,318,000  7,378,000 △ 60,000

　　　　特定資産運用益 5  6,637,000  5,885,000  39,000  62,000  0  0  6,676,000  5,947,000  729,000

　　　　事業収益 6  3,742,614,000  3,756,881,000  21,942,000  16,061,000 △ 123,879,000 △ 149,451,000  3,640,677,000  3,623,491,000  17,186,000

　　　　　　農地集積事業収益 　 7  2,466,918,000  2,426,998,000  1,184,000  914,000  0  0  2,468,102,000  2,427,912,000  40,190,000

　　　　　　青年農業者育成事業収益 　 8  4,235,000  4,235,000  0  0  0  0  4,235,000  4,235,000  0

　　　　　　原種苗事業収益 　 9  103,800,000  105,476,000  0  0  0  0  103,800,000  105,476,000 △ 1,676,000

　　　　　　肉用牛生産振興事業収益 　 10  280,012,000  291,586,000  627,000  695,000  0  0  280,639,000  292,281,000 △ 11,642,000

　　　　　　基盤整備事業収益 　 11  861,552,000  893,061,000  20,131,000  14,452,000 △ 123,879,000 △ 149,451,000  757,804,000  758,062,000 △ 258,000

　　　　　　その他事業収益 　 12  26,097,000  35,525,000  0  0  0  0  26,097,000  35,525,000 △ 9,428,000

　　　　受取補助金等 13  440,188,000  447,515,000  0  0  0  0  440,188,000  447,515,000 △ 7,327,000

　　　　　　受取地方公共団体補助金 　 14  409,947,000  423,539,000  0  0  0  0  409,947,000  423,539,000 △ 13,592,000

　　　　　　その他補助金 　 15  30,241,000  23,976,000  0  0  0  0  30,241,000  23,976,000  6,265,000

　　　　受取負担金 16  10,813,000  11,167,000  1,201,000  1,241,000  0  0  12,014,000  12,408,000 △ 394,000

　　　　雑収益 17  238,000  238,000  0  0  0  0  238,000  238,000  0

　　　　経常収益計 18  4,203,918,000  4,225,174,000  27,072,000  21,254,000 △ 123,879,000 △ 149,451,000  4,107,111,000  4,096,977,000  10,134,000

　　(2) 経常費用 19

　　　　事業費 20  4,289,792,000  4,317,757,000  0  0 △ 123,879,000 △ 149,451,000  4,165,913,000  4,168,306,000 △ 2,393,000

　　　　　　棚卸高 　 21 △ 5,606,000 △ 16,448,000  0  0  0  0 △ 5,606,000 △ 16,448,000  10,842,000

　　　　　　農地集積事業費 　 22  2,388,907,000  2,342,910,000  0  0  0  0  2,388,907,000  2,342,910,000  45,997,000

　　　　　　青年農業者育成事業費 　 23  42,102,000  41,384,000  0  0  0  0  42,102,000  41,384,000  718,000

　　　　　　原種苗事業費 　 24  9,300,000  16,077,000  0  0  0  0  9,300,000  16,077,000 △ 6,777,000

　　　　　　人件費 　 25  568,279,000  572,710,000  0  0  0  0  568,279,000  572,710,000 △ 4,431,000

　　　　　　　役員報酬 　　 26  14,618,000  15,584,000  0  0  0  0  14,618,000  15,584,000 △ 966,000

　　　　　　　給料手当 　　 27  217,245,000  228,354,000  0  0  0  0  217,245,000  228,354,000 △ 11,109,000

　　　　　　　臨時雇賃金 　　 28  235,817,000  232,155,000  0  0  0  0  235,817,000  232,155,000  3,662,000

　　　　　　　退職給付費用 　　 29  22,540,000  22,518,000  0  0  0  0  22,540,000  22,518,000  22,000

　　　　　　　法定福利費 　　 30  76,517,000  72,729,000  0  0  0  0  76,517,000  72,729,000  3,788,000

　　　　　　　福利厚生費 　　 31  1,542,000  1,370,000  0  0  0  0  1,542,000  1,370,000  172,000

　　　　　　材料費 　 32  269,902,000  257,076,000  0  0  0  0  269,902,000  257,076,000  12,826,000

　　　　　　　種苗費 　　 33  4,401,000  3,600,000  0  0  0  0  4,401,000  3,600,000  801,000

　　　　　　　肥料費 　　 34  10,700,000  7,800,000  0  0  0  0  10,700,000  7,800,000  2,900,000

　　　　　　　飼料費 　　 35  125,329,000  123,081,000  0  0  0  0  125,329,000  123,081,000  2,248,000

　　　　　　　医薬材料費 　　 36  11,500,000  10,300,000  0  0  0  0  11,500,000  10,300,000  1,200,000

　　　　　　　農薬費 　　 37  668,000  800,000  0  0  0  0  668,000  800,000 △ 132,000

　　　　　　　材料費 　　 38  111,951,000  107,461,000  0  0  0  0  111,951,000  107,461,000  4,490,000

　　　　　　　その他材料費 　　 39  5,353,000  4,034,000  0  0  0  0  5,353,000  4,034,000  1,319,000

　　　　　　生産経費 　 40  661,868,000  722,528,000  0  0 △ 123,879,000 △ 149,451,000  537,989,000  573,077,000 △ 35,088,000

　　　　　　　人工授精費 　　 41  4,971,000  3,531,000  0  0  0  0  4,971,000  3,531,000  1,440,000

　　　　　　　労務費 　　 42  37,391,000  31,216,000  0  0  0  0  37,391,000  31,216,000  6,175,000

　　　　　　　共通仮設費 　　 43  1,336,000  1,639,000  0  0  0  0  1,336,000  1,639,000 △ 303,000

　　　　　　　運搬費 　　 44  3,030,000  5,780,000  0  0  0  0  3,030,000  5,780,000 △ 2,750,000

　　　　　　　機械借上費 　　 45  7,712,000  8,883,000  0  0  0  0  7,712,000  8,883,000 △ 1,171,000

　　　　　　　機械労務費 　　 46  10,679,000  12,745,000  0  0  0  0  10,679,000  12,745,000 △ 2,066,000

　　　　　　　車両費 　　 47  9,540,000  11,545,000  0  0  0  0  9,540,000  11,545,000 △ 2,005,000

　　　　　　　修繕費 　　 48  28,478,000  23,318,000  0  0  0  0  28,478,000  23,318,000  5,160,000

　　　　　　　外注費 　　 49  548,351,000  610,171,000  0  0 △ 117,279,000 △ 142,851,000  431,072,000  467,320,000 △ 36,248,000

　　　　　　　測量試験費 　　 50  9,900,000  13,200,000  0  0 △ 6,600,000 △ 6,600,000  3,300,000  6,600,000 △ 3,300,000

　　　　　　　その他生産経費 　　 51  480,000  500,000  0  0  0  0  480,000  500,000 △ 20,000

　　　　　　奨学金 　 52  1,800,000  2,160,000  0  0  0  0  1,800,000  2,160,000 △ 360,000

　　　　　　助成金 　 53  2,281,000  2,651,000  0  0  0  0  2,281,000  2,651,000 △ 370,000

　　　　　　旅費交通費 　 54  5,538,000  5,928,000  0  0  0  0  5,538,000  5,928,000 △ 390,000

　　　　　　事務費 　 55  44,931,000  46,123,000  0  0  0  0  44,931,000  46,123,000 △ 1,192,000

　　　　　　　消耗品費 　　 56  3,445,000  3,062,000  0  0  0  0  3,445,000  3,062,000  383,000

　　　　　　　通信運搬費 　　 57  4,555,000  4,551,000  0  0  0  0  4,555,000  4,551,000  4,000

正　味　財　産　増　減　予　算　書

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで
　　　　（単位：円）

科　　　　目
公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　　　　計
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当年度 前年度 当年度 前年度 当年度 前年度 当年度 前年度 増減

科　　　　目
公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　　　　計

　　　　　　　図書費 　　 58  609,000  527,000  0  0  0  0  609,000  527,000  82,000

　　　　　　　印刷製本費 　　 59  5,129,000  5,056,000  0  0  0  0  5,129,000  5,056,000  73,000

　　　　　　　会議費 　　 60  1,115,000  928,000  0  0  0  0  1,115,000  928,000  187,000

　　　　　　　食糧費 　　 61  176,000  176,000  0  0  0  0  176,000  176,000  0

　　　　　　　広告宣伝費 　　 62  2,172,000  3,162,000  0  0  0  0  2,172,000  3,162,000 △ 990,000

　　　　　　　事業推進費 　　 63  133,000  164,000  0  0  0  0  133,000  164,000 △ 31,000

　　　　　　　支払手数料 　　 64  27,528,000  28,418,000  0  0  0  0  27,528,000  28,418,000 △ 890,000

　　　　　　　その他事務費 　　 65  69,000  79,000  0  0  0  0  69,000  79,000 △ 10,000

　　　　　　租税負担金 　 66  49,724,000  49,671,000  0  0  0  0  49,724,000  49,671,000  53,000

　　　　　　　公租公課 　　 67  45,374,000  45,524,000  0  0  0  0  45,374,000  45,524,000 △ 150,000

　　　　　　　負担金 　　 68  4,350,000  4,147,000  0  0  0  0  4,350,000  4,147,000  203,000

　　　　　　施設費 　 69  47,295,000  47,655,000  0  0  0  0  47,295,000  47,655,000 △ 360,000

　　　　　　　賃借料 　　 70  11,128,000  10,296,000  0  0  0  0  11,128,000  10,296,000  832,000

　　　　　　　修繕費 　　 71  5,024,000  4,125,000  0  0  0  0  5,024,000  4,125,000  899,000

　　　　　　　保険料 　　 72  3,638,000  3,623,000  0  0  0  0  3,638,000  3,623,000  15,000

　　　　　　　水道光熱費 　　 73  13,622,000  15,106,000  0  0  0  0  13,622,000  15,106,000 △ 1,484,000

　　　　　　　機械借上費 　　 74  13,834,000  14,455,000  0  0  0  0  13,834,000  14,455,000 △ 621,000

　　　　　　　その他施設費費 　　 75  49,000  50,000  0  0  0  0  49,000  50,000 △ 1,000

　　　　　　委託費 　 76  105,876,000  120,973,000  0  0  0  0  105,876,000  120,973,000 △ 15,097,000

　　　　　　報償費　 77  2,262,000  2,312,000  0  0  0  0  2,262,000  2,312,000 △ 50,000

　　　　　　車両費 　 78  16,849,000  21,652,000  0  0  0  0  16,849,000  21,652,000 △ 4,803,000

　　　　　　支払利息 　 79  132,000  132,000  0  0  0  0  132,000  132,000  0

　　　　　　減価償却費 　 80  72,238,000  71,460,000  0  0  0  0  72,238,000  71,460,000  778,000

　　　　　　工事等補償関係引当金繰入額 　81  860,000  1,579,000  0  0  0  0  860,000  1,579,000 △ 719,000

　　　　　　貸倒引当金繰入額 　 82  5,194,000  9,164,000  0  0  0  0  5,194,000  9,164,000 △ 3,970,000

　　　　　　雑費 　 83  60,000  60,000  0  0  0  0  60,000  60,000  0

　　　　管理費 84  0  0  27,070,000  21,240,000  0  0  27,070,000  21,240,000  5,830,000

　　　　　　人件費 　 85  0  0  18,606,000  12,778,000  0  0  18,606,000  12,778,000  5,828,000

　　　　　　　役員報酬 　　 86  0  0  3,812,000  2,845,000  0  0  3,812,000  2,845,000  967,000

　　　　　　　給料手当 　　 87  0  0  6,593,000  4,301,000  0  0  6,593,000  4,301,000  2,292,000

　　　　　　　臨時雇賃金 　　 88  0  0  1,455,000  1,217,000  0  0  1,455,000  1,217,000  238,000

　　　　　　　退職給付費用 　　 89  0  0  4,166,000  2,642,000  0  0  4,166,000  2,642,000  1,524,000

　　　　　　　法定福利費 　　 90  0  0  2,280,000  1,473,000  0  0  2,280,000  1,473,000  807,000

　　　　　　　福利厚生費 　　 91  0  0  300,000  300,000  0  0  300,000  300,000  0

　　　　　　旅費交通費 　 92  0  0  43,000  52,000  0  0  43,000  52,000 △ 9,000

　　　　　　事務費 　 93  0  0  2,525,000  2,540,000  0  0  2,525,000  2,540,000 △ 15,000

　　　　　　　消耗品費 　　 94  0  0  432,000  493,000  0  0  432,000  493,000 △ 61,000

　　　　　　　通信運搬費 　　 95  0  0  271,000  301,000  0  0  271,000  301,000 △ 30,000

　　　　　　　図書費 　　 96  0  0  77,000  69,000  0  0  77,000  69,000  8,000

　　　　　　　印刷製本費 　　 97  0  0  595,000  473,000  0  0  595,000  473,000  122,000

　　　　　　　会議費 　　 98  0  0  92,000  116,000  0  0  92,000  116,000 △ 24,000

　　　　　　　食糧費 　　 99  0  0  9,000  8,000  0  0  9,000  8,000  1,000

　　　　　　　交際費 　　 100  0  0  0  0  0  0  0  0  0

　　　　　　　支払手数料 　　 101  0  0  1,049,000  1,080,000  0  0  1,049,000  1,080,000 △ 31,000

　　　　　　租税負担金 　 102  0  0  949,000  737,000  0  0  949,000  737,000  212,000

　　　　　　　公租公課 　　 103  0  0  15,000  41,000  0  0  15,000  41,000 △ 26,000

　　　　　　　負担金 　　 104  0  0  934,000  696,000  0  0  934,000  696,000  238,000

　　　　　　施設費 　 105  0  0  1,753,000  1,762,000  0  0  1,753,000  1,762,000 △ 9,000

　　　　　　　賃借料 　　 106  0  0  38,000  33,000  0  0  38,000  33,000  5,000

　　　　　　　修繕費 　　 107  0  0  7,000  6,000  0  0  7,000  6,000  1,000

　　　　　　　保険料 　　 108  0  0  97,000  96,000  0  0  97,000  96,000  1,000

　　　　　　　水道光熱費 　　 109  0  0  272,000  298,000  0  0  272,000  298,000 △ 26,000

　　　　　　　機械借上費 　　 110  0  0  1,339,000  1,329,000  0  0  1,339,000  1,329,000  10,000

　　　　　　委託費 　 111  0  0  2,918,000  3,055,000  0  0  2,918,000  3,055,000 △ 137,000

　　　　　　報償費　 112  0  0  120,000  134,000  0  0  120,000  134,000 △ 14,000

　　　　　　車両費 　 113  0  0  60,000  67,000  0  0  60,000  67,000 △ 7,000

　　　　　　減価償却費 　 114  0  0  96,000  115,000  0  0  96,000  115,000 △ 19,000

　　　　経常費用計 115  4,289,792,000  4,317,757,000  27,070,000  21,240,000 △ 123,879,000 △ 149,451,000  4,192,983,000  4,189,546,000  3,437,000

　　　　当期経常増減額 116 △ 85,874,000 △ 92,583,000  2,000  14,000  0  0 △ 85,872,000 △ 92,569,000  6,697,000

　２．経常外増減の部 117

　　(1) 経常外収益 118

　　　　固定資産売却益 119  5,980,000  5,460,000  0  0  0  0  5,980,000  5,460,000  520,000

　　　　雑収益 120  0  0  0  0  0  0  0  0  0

　　　　経常外収益計 121  5,980,000  5,460,000  0  0  0  0  5,980,000  5,460,000  520,000
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当年度 前年度 当年度 前年度 当年度 前年度 当年度 前年度 増減

科　　　　目
公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　　　　計

　　(2) 経常外費用 122

　　　　雑費 123  0  0  0  0  0  0  0  0  0

　　　　経常外費用計 124  0  0  0  0  0  0  0  0  0

　　　　当期経常外増減額 125  5,980,000  5,460,000  0  0  0  0  5,980,000  5,460,000  520,000

　　　　当期一般正味財産増減額 126 △ 79,894,000 △ 87,123,000  2,000  14,000  0  0 △ 79,892,000 △ 87,109,000  7,217,000

　　　　一般正味財産期首残高 127  2,195,840,305  2,342,765,346 △ 57,530,834 △ 53,831,813  0  0  2,138,309,471  2,288,933,533 △ 150,624,062

　　　　一般正味財産期末残高 128  2,115,946,305  2,255,642,346 △ 57,528,834 △ 53,817,813  0  0  2,058,417,471  2,201,824,533 △ 143,407,062

Ⅱ　指定正味財産増減の部 129

　　　　受取補助金等 130  0  0  0  0  0  0  0

　　　　基本財産運用益 131  0  0  3,890,000  3,890,000  0  0  3,890,000  3,890,000  0

　　　　一般正味財産への振替額 132 △ 11,402,000 △ 8,658,000 △ 3,890,000 △ 3,890,000  0  0 △ 15,292,000 △ 12,548,000 △ 2,744,000

　　　　当期指定正味財産増減額 133 △ 11,402,000 △ 11,715,000  0  0  0  0 △ 11,402,000 △ 11,715,000  313,000

　　　　指定正味財産期首残高 134  135,534,232  139,419,452  300,000,000  300,000,000  0  0  435,534,232  439,419,452 △ 3,885,220

　　　　指定正味財産期末残高 135  124,132,232  127,704,452  300,000,000  300,000,000  0  0  424,132,232  427,704,452 △ 3,572,220

Ⅲ　基金増減の部 136

　　　　当期基金増減額 137  0  0  0  0  0  0  0  0  0

　　　　基金期首残高 138  250,000,000  250,000,000  0  0  0  0  250,000,000  250,000,000  0

　　　　基金期末残高 139  250,000,000  250,000,000  0  0  0  0  250,000,000  250,000,000  0

Ⅳ　正味財産期末残高 140  2,490,078,537  2,633,346,798  242,471,166  246,182,187  0  0  2,732,549,703  2,879,528,985 △ 146,979,282
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